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１１１１ 「地区まちづくり活動」とは何か「地区まちづくり活動」とは何か「地区まちづくり活動」とは何か「地区まちづくり活動」とは何か

地区まちづくり活動について地区まちづくり活動について

① 「まちづくり」という言葉は、ハード・ソフトを問わず、より住みやすいまち・地域をつ

くろうとする活動や、地域の活性化、課題を解決する取組みなど、非常に幅広いイ

メージで捉えられている。

② ①のイメージのまま、長野市の32地区を単位として行われるまちづくりが「地区ま

ちづくり活動」だといえる。

③ 地区まちづくり活動は、活動主体によって次の３つに分類できる。

◎住民が行うもの

◎行政が行うもの（本庁で行うものの他、支所等が行うものを含む）

◎住民と行政との協働で行うもの

都市内分権の推進との関係都市内分権の推進との関係都市内分権の推進との関係都市内分権の推進との関係

都市内分権元年とした平成18年度に、支所の業務に「地区まちづくり活動に関す

ること」を追加し、支所を住民活動の拠点と位置づけ、地区住民の皆さんのまちづく

り活動を側面から支援することとした。

地区まちづくり活動の定義と整理地区まちづくり活動の定義と整理地区まちづくり活動の定義と整理地区まちづくり活動の定義と整理
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２２２２ 「地区まちづくり活動」をめぐる課題等「地区まちづくり活動」をめぐる課題等「地区まちづくり活動」をめぐる課題等「地区まちづくり活動」をめぐる課題等

① 住民自治協議会役員の皆さんから「支所との関係が希薄支所との関係が希薄支所との関係が希薄支所との関係が希薄になっている」の声があ

る。

② 「支援」という行政のスタンスが強調され、住民と協働する領域において、行政が行政が行政が行政が

主体となってより良い地域づくりを進める積極的な姿勢が薄れる傾向主体となってより良い地域づくりを進める積極的な姿勢が薄れる傾向主体となってより良い地域づくりを進める積極的な姿勢が薄れる傾向主体となってより良い地域づくりを進める積極的な姿勢が薄れる傾向が見られる。

③ 都市内分権における市の支援は、住民自治協議会設立期、本格稼動開始期を経

て、これまでにない新たな取組みや自立に向けた支援などに変化新たな取組みや自立に向けた支援などに変化新たな取組みや自立に向けた支援などに変化新たな取組みや自立に向けた支援などに変化してきている。

④ 支所の住民自治協議会に対する支援や支所が行う地区まちづくり活動に携わる

職員等体制は、地区・支所によって差がある地区・支所によって差がある地区・支所によって差がある地区・支所によって差がある。

現状と課題現状と課題現状と課題現状と課題

支所職員数 最小３人 ⇔ 最大32人
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３３３３ 「地区まちづくり活動」に関する見直しの方向性「地区まちづくり活動」に関する見直しの方向性「地区まちづくり活動」に関する見直しの方向性「地区まちづくり活動」に関する見直しの方向性

地域の活性化や生活支援など、地区まちづくりのうち住民と行政とが協働する各住民と行政とが協働する各住民と行政とが協働する各住民と行政とが協働する各

種取組み種取組み種取組み種取組みについて、「住民が行う部分」と「市が行う部分」をできるだけ明確にし、市

が主体となって取り組むべき内容を担当課と調整するなど、支所がマネジメント支所がマネジメント支所がマネジメント支所がマネジメントし、

住民との協働関係を強化するとともに、市全体で地区まちづくり活動の充実市全体で地区まちづくり活動の充実市全体で地区まちづくり活動の充実市全体で地区まちづくり活動の充実を図る。

①①①① 住民との協働関係の強化・充実住民との協働関係の強化・充実住民との協働関係の強化・充実住民との協働関係の強化・充実

ばらつきのある支援体制を見直し、どの支所においても等しく行うべき「地区まちどの支所においても等しく行うべき「地区まちどの支所においても等しく行うべき「地区まちどの支所においても等しく行うべき「地区まち

づくり活動」づくり活動」づくり活動」づくり活動」の内容を明らかにし、これを担保これを担保これを担保これを担保する。

②②②② 支所における地区まちづくり活動への関わりの明確化支所における地区まちづくり活動への関わりの明確化支所における地区まちづくり活動への関わりの明確化支所における地区まちづくり活動への関わりの明確化



4４４４４ 支所が行う「地区まちづくり活動」の内容支所が行う「地区まちづくり活動」の内容支所が行う「地区まちづくり活動」の内容支所が行う「地区まちづくり活動」の内容

①地域課題の解決に向けて住民と行政とが協働する活動のマネジメント活動のマネジメント活動のマネジメント活動のマネジメント

②必須・選択事務や臨時的・地区個別的に、市から依頼・相談・協議する事務事業を市から依頼・相談・協議する事務事業を市から依頼・相談・協議する事務事業を市から依頼・相談・協議する事務事業を

住民自治協議会へつなぐ業務住民自治協議会へつなぐ業務住民自治協議会へつなぐ業務住民自治協議会へつなぐ業務

③住民自治協議会の運営・活動全般（住民が行うまちづくり活動住民が行うまちづくり活動住民が行うまちづくり活動住民が行うまちづくり活動）に係る相談、助言、

情報提供等の側面的支援側面的支援側面的支援側面的支援

④地区内の住民団体のうち、市が事務局を担うことが必要な団体に係る事務

支所が行う「地区まちづくり活動」の内容支所が行う「地区まちづくり活動」の内容支所が行う「地区まちづくり活動」の内容支所が行う「地区まちづくり活動」の内容

支所が行うマネジメントの内容支所が行うマネジメントの内容支所が行うマネジメントの内容支所が行うマネジメントの内容

①地域課題の解決に向けた取組みについて、住民自治協議会等と相談しながら企画企画企画企画

・立案・立案・立案・立案し、住民と行政との役割分担住民と行政との役割分担住民と行政との役割分担住民と行政との役割分担を明らかにする。

②行政が行うまちづくり活動について、事業担当課と連携・調整事業担当課と連携・調整事業担当課と連携・調整事業担当課と連携・調整し、担当課とともに

事業の進捗管理事業の進捗管理事業の進捗管理事業の進捗管理を行う。

③地区活動支援担当を「住民と行政との協働のまちづくりマネージャー協働のまちづくりマネージャー協働のまちづくりマネージャー協働のまちづくりマネージャー」と位置づける。



5５５５５ 地区まちづくり活動のイメージ地区まちづくり活動のイメージ地区まちづくり活動のイメージ地区まちづくり活動のイメージ

住民と行政との

協働協働協働協働のまちづくり活動

住民住民住民住民が行う

まちづくり活動

行政行政行政行政が行う

まちづくり活動

支支支支 所所所所

相談・

調整

側面的支援

本庁・支所を含め

市全体対応

協働においては

市も主体

連携・

調整

住民自治住民自治住民自治住民自治

協議会協議会協議会協議会

本本本本 庁庁庁庁地区課題の解決に向けた

企画・立案・進捗管理

マネジメント機能マネジメント機能マネジメント機能マネジメント機能マネジメント機能マネジメント機能マネジメント機能マネジメント機能

それぞれの活動例

・近所の声かけ、

見守り運動

・地域のお祭り

・地区運動会

・窓口業務

・幹線道路整備

・小中学校耐震化

・下水道整備

・ごみ処理

・○○地区イヤー事業（信州新町ほか）

・野生鳥獣対策防護柵の設置（松代）

・「地域やる気支援補助金」を活用した事

業

・薬草栽培（市が専門員を時限的に派遣）

住民との役割分担を踏まえ

支所への職員駐在、

補助金交付、人材派遣、

人件費支援など きめ細やかに対応

住民との役割分担を踏まえ

支所への職員駐在、

補助金交付、人材派遣、

人件費支援など きめ細やかに対応



6６６６６ 今後の進め方について今後の進め方について今後の進め方について今後の進め方について

平成23年度から25年度までの３年間を目途に、これまで支所が担ってきた住民自治
協議会事務局業務を住自協に移行していくことから、地区まちづくりに関する見直しは、

これと連動させながら実施していきたい。

地区活動支援担当を協働の

マネージャーと位置づける

協働の協働の協働の協働の

マネジメント機能マネジメント機能マネジメント機能マネジメント機能

住民自治協議会事務局業務を

支所から住自協へ移行

住自協への住自協への住自協への住自協への

事務移行事務移行事務移行事務移行

H27H26H25H24H23

見直しの時期

地区まちづくり活動を担当する

支所職員配置の見直し

職員配置職員配置職員配置職員配置

作業内容区 分

検討検討検討検討・準備・準備・準備・準備 実施実施実施実施

職員配置に関する補足職員配置に関する補足職員配置に関する補足職員配置に関する補足

①地区まちづくりに関しては、どの支所でも等しく課題解決に向けたマネジメント機能を

発揮するために見直すもので、必ずしも職員減を目的としたものではない。

②地区まちづくりにかかる事業の実施、地区・住民自治協議会への支援に必要となる

財源・人員は、支所職員配置の見直し等を進める中から生み出していく。


